
グリ ーンエネルギーCO2削減等計画書

1 グリーンエネルギーCO2削減計画

1. 1 グリ ーンエネルギーC伍削減計画の名称

太陽光発電によるCO2排出削減

1. 2 グリ ーンエネルギーC伍削減計画に関わる設備（詳細）

塾紙1「本計画におけるグリ ーンエネルギーCO2削減事業リスト」1. 参照。

1. 3 グリ ーンエネルギーC伍削減計画に適用される方法論

注1)本計画に適用される方法論にチェックすること。

チェック 種別方法論 種別方法論名称

番号

口 POOl 風力発電

E! P002 太陽光発電

口 P003·1 バイオマス発電（鶏糞、 バガス等）

口 P003·2 バイオガス発電

口 P003·3 木質バイオマス発電

口 P004·1 河川に設置する新設水力発電

口 P004·2 既設設備等に付加して設置される水力発電

口 P004·3 離島の河川に設置された既設水力発電

口 P005 地熱発電

口 HOOl·l 太陽熱（強制循環式給湯用ソ ーラーシステム（単独供給方式））

口 H001·2 太陽熱（強制循環式給湯用ソ ーラーシステム（複数供給方式））

口 HOOl-3 太陽熱（太陽熱利用セントラルシステム（給湯・暖房））

口 H002·1 バイオマス熱（木質バイオマス熱利用システム）

資料1 - 2 

様式1-2

口 H002·2 バイオマス熱（木質バイオマス蒸気供給施設（熱電供給システム））

口 H002·3 バイオガス熱

口 H002·4 バイオマス熱供給施設

口 H003 雪氷エネルギー（熱交換冷水循環式雪氷エネルギー施設）

1. 4 方法論で定める要件への適合性

塾紙2①「グリー ン電力要件チェックリスト」又は別紙2②「グリー ン熱要件チェックリスト」参照。

1. 5 グリ ーンエネルギーC伍削減相当量の算定

注 1)「グリ ーン電力種別方法論」又は「グリーン熱種別方法論」の4. グリーンエネルギーCO2 削減相当

量の算定方法を記載すること。

EPC = EPG -EPS -EPA 

Brighten Inc.
長方形

延原 由佳
長方形

延原 由佳
長方形





tricity,t る電力の二酸化炭素排出係

数

kWh CEFelectricity,t=Cmo・(1・f(t))＋Ca(t)・f(t) 

ここで、

t:事業開始日以降の経過年 

Cmo:限界電源二酸化炭素排出係数 

Ca(t):t 年に対応する全電源二酸化炭素排出係数 

f(t):移行関数 

0[0≦t<1 年] 

f(t)=0.5[1 年≦t<2.5 年] 

３ グリーンエネルギーCO2削減相当量配分計画 
３．１ グリーンエネルギーCO2削減相当量保有予定者に関する情報 
別紙３「グリーンエネルギーCO2削減相当量配分計画」１．参照。 

３．２ 環境価値が除かれた電気価値・熱価値の帰属先に関する情報

別紙３「グリーンエネルギーCO2削減相当量配分計画」２．参照。



２．追加性に関する情報

1 VPPJapan発電所⑯ 千葉県東金市押堀３３番地 多結晶 277.2kW 2021/11/4 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
2 VPPJapan発電所⑯ 茨城県水戸市１０２１番地２号 水戸市堀町新田 多結晶 128.7kW 2021/11/30 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
3 VPPJapan発電所⑯ 広島県広島市安芸区矢野東4-3-14 多結晶 99kW 2021/11/10 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
4 VPPJapan発電所⑯ 東京都足立区保木間2丁目33-13 多結晶 59.4kW 2021/11/10 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
5 VPPJapan発電所⑯ 千葉県市川市新田５丁目６－３ 多結晶 59.4kW 2021/11/11 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
6 VPPJapan発電所⑯ 東京都江戸川区松島１丁目３１－１７ 多結晶 79.2kW 2021/11/16 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
7 VPPJapan発電所⑯ 神奈川県小田原市西酒匂1-9-1 多結晶 235.125kW 2021/11/15 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
8 VPPJapan発電所⑯ 高知県香南市野市町西野2007番地1 多結晶 198kW 2021/11/19 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
9 VPPJapan発電所⑰ 兵庫県三木市平田二丁目9番地の5 多結晶 89.1kW 2021/12/2 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章

10 VPPJapan発電所⑰ 兵庫県丹波市山南町奥183番地 多結晶 99kW 2021/12/3 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
11 VPPJapan発電所⑰ 広島県三原市中之町2丁目18-8 多結晶 108.9kW 2021/12/6 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
12 VPPJapan発電所⑰ 広島県福山市新市町宮内40-1 多結晶 79.2kW 2021/12/9 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
13 VPPJapan発電所⑰ 広島県広島市東区戸坂くるめ木二丁目5番13号 多結晶 49.5kW 2021/12/9 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
14 VPPJapan発電所⑰ 愛媛県伊予郡松前町筒井850 多結晶 108.9kW 2021/12/22 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
15 VPPJapan発電所⑰ 茨城県つくばみらい市陽光台１丁目１４番地 多結晶 178.2kW 2021/12/13 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
16 VPPJapan発電所⑰ 長野県長野市安茂里１５２４ 多結晶 209.4kW 2021/12/16 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
17 VPPJapan発電所⑰ 愛知県名古屋市港区秋葉2丁目74番地1 多結晶 148.5kW 2021/12/21 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
18 VPPJapan発電所⑰ 広島県福山市川口町2-5-7　 多結晶 59.4kW 2021/12/23 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
19 VPPJapan発電所⑰ 広島県福山市南蔵王町2-11-19　 多結晶 74.25kW 2021/12/23 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
20 VPPJapan発電所⑰ 広島県竹原市竹原町48-3　 多結晶 61.87kW 2021/12/24 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
21 VPPJapan発電所⑰ 広島県広島市安佐南区緑井6-1-14 多結晶 74.25kW 2021/12/24 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
22 VPPJapan発電所⑰ 茨城県笠間市旭町430-2 多結晶 86.625kW 2022/1/12 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
23 VPPJapan発電所⑰ 静岡県静岡市清水区駒越北町313-1 多結晶 123.75kW 2022/1/29 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
24 VPPJapan発電所⑱ 千葉県我孫子天王台1丁目3番1、3番2、3番3、450番2 多結晶 156.95kW 2022/2/3 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
25 VPPJapan発電所⑱ 東京都大田区西六郷4丁目16-6 多結晶 90.52kW 2022/2/22 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
26 VPPJapan発電所⑱ 茨城県つくば市研究学園三丁目23番3 多結晶 179.85kW 2022/2/24 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
27 VPPJapan発電所⑱ 広島県福山市駅家町大字上山守450-5　 多結晶 345kW 2022/2/25 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
28 VPPJapan発電所⑱ 広島県福山市伊勢丘5-1-5　 多結晶 90kW 2022/2/25 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
29 VPPJapan発電所⑱ 岡山県倉敷市茶屋町234　 多結晶 210kW 2022/2/25 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
30 VPPJapan発電所⑱ 岡山県岡山市南区築港栄町12-20　 多結晶 75kW 2022/2/25 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
31 VPPJapan発電所⑲ 富山県高岡市能町160 多結晶 118.56kW 2022/3/8 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
32 VPPJapan発電所⑲ 富山県高岡市木津2085番地 多結晶 254.28kW 2022/3/9 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
33 VPPJapan発電所⑲ 富山県高岡市京田605 多結晶 190.32kW 2022/3/9 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
34 VPPJapan発電所⑲ 富山県富山市堀川本郷15-12 多結晶 191.88kW 2022/3/22 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
35 VPPJapan発電所⑲ 兵庫県西脇市高田井町 多結晶 319.74kW 2022/3/9 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
36 VPPJapan発電所⑲ 兵庫県加東市上中325番地 多結晶 103.5kW 2022/3/25 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
37 VPPJapan発電所⑲ 長野県塩尻市広丘高出１５３７−２ 多結晶 258.75kW 2022/3/23 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
38 VPPJapan発電所⑲ 千葉県長柄町皿木203番地1号 多結晶 134.19kW 2022/3/26 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
39 VPPJapan発電所⑲ 千葉県船橋市豊富町６３１－７ 多結晶 100.88kW 2022/3/27 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
40 VPPJapan発電所⑲ 埼玉県秩父市みどりが丘２１ 多結晶 209.25kW 2022/3/28 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
41 VPPJapan発電所⑲ 愛媛県松山市鷹子町70 多結晶 156.95kW 2022/3/29 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
42 VPPJapan発電所⑲ 兵庫県西脇市野村町 多結晶 110.96kW 2022/3/31 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
43 VPPJapan発電所⑲ 兵庫県豊岡市九日市 多結晶 131.4kW 2022/4/15 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
44 VPPJapan発電所⑲ 兵庫県多可郡多可町中区茂利22-1 多結晶 109.2kW 2022/4/15 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
45 VPPJapan発電所⑲ 京都府福知山市堀上高田 多結晶 367.92kW 2022/4/25 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
46 VPPJapan発電所⑲ 兵庫県小野市黒川町字馬渡り1251番 多結晶 113.88kW 2022/4/27 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
47 VPPJapan発電所⑲ 長野県安曇野市明科中川手栄町６８１８－５３ 多結晶 94.9kW 2022/4/26 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
48 VPPJapan発電所⑲ 長野県長野市豊野町豊野沖５８１−１ 多結晶 158.25kW 2022/4/27 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
49 VPPJapan発電所⑲ 茨城県土浦市大畑笠師前８８５－２ 多結晶 106.4kW 2022/4/22 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
50 VPPJapan発電所⑲ 茨城県土浦市東中貫町1-6 多結晶 141.36kW 2022/4/21 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
51 VPPJapan発電所⑳ 愛媛県松山市安城寺町592-1 多結晶 170.24kW 2022/3/29 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
52 VPPJapan発電所⑳ 三重県四日市市富双2丁目1-15 多結晶 318.24kW 2022/4/28 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
53 VPPJapan発電所⑳ 長野県塩尻市広丘吉田３０１８ 多結晶 117kW 2022/5/19 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
54 VPPJapan発電所⑳ 兵庫県豊岡市宮島字上柳261番1 多結晶 131.4kW 2022/5/26 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
55 VPPJapan発電所⑳ 広島県福山市南松永町2-4-40 多結晶 108kW 2022/5/31 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
56 VPPJapan発電所㉑ 愛知県岡崎市岡町字下野川３４－２ 多結晶 383.625kW 2022/4/28 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
57 VPPJapan発電所㉕ 広島県広島市安佐南区伴東7-59-16 多結晶 133.23kW 2022/7/29 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
58 VPPJapan発電所㉕ 新潟県新潟市西蒲区押付8-1（ニシカンク） 多結晶 171.38kW 2022/8/29 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
59 VPPJapan発電所㉕ 新潟県新潟市秋葉区新津本町4丁目13番12号 多結晶 93.48kW 2022/8/30 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
60 VPPJapan発電所㉕ 熊本県熊本市北区植木町植木133-1 多結晶 140.22kW 2022/8/19 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
61 VPPJapan発電所㉕ 熊本県菊池市大琳寺267 多結晶 124.64kW 2022/8/31 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
62 VPPJapan発電所㉕ 福岡県久留米市三潴町玉満字野口９８１－１ 多結晶 212.8kW 2022/8/5 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
63 VPPJapan発電所㉕ 和歌山県和歌山市延時字水口110番地の1  多結晶 204.4kW 2022/8/25 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
64 VPPJapan発電所㉕ 広島県三原市城町2-13-48　 多結晶 136.8kW 2022/8/29 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
65 VPPJapan発電所㉖ 福岡県福岡市東区多の津1丁目16番1号 多結晶 159.98kW 2022/8/29 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
66 VPPJapan発電所㉗ 新潟県燕市杣木字舘ノ越524　（ソマギ） 多結晶 342kW 2022/8/31 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
67 VPPJapan発電所㉗ 愛知県岡崎市大和町字鳥ヶ城8番 多結晶 80.56kW 2022/9/1 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
68 VPPJapan発電所㉗ 愛知県みよし市三好町姥子12番地 多結晶 93.48kW 2022/9/6 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
69 VPPJapan発電所㉗ 熊本県玉名市山田2082-1 多結晶 109.06kW 2022/9/20 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
70 VPPJapan発電所㉗ 熊本県上益城郡甲佐町仁田子461 多結晶 109.06kW 2022/9/29 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
71 VPPJapan発電所㉗ 茨城県つくば市天久保３丁目１−１０ 多結晶 74.86kW 2022/9/27 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
72 VPPJapan発電所㉗ 茨城県古河市諸川字五階塚2499他 多結晶 347.32kW 2022/9/29 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
73 VPPJapan発電所㉗ 岡山県倉敷市堀南字東浜田783-1　 多結晶 91.2kW 2022/9/15 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
74 VPPJapan発電所㉗ 茨城県久慈郡大子町池田1293-2 多結晶 221.16kW 2022/9/30 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
75 VPPJapan発電所㉘ 静岡県浜松市西区湖東町3518-1 多結晶 516.8kW 2022/9/15 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
76 VPPJapan発電所㉙ 千葉県市原市五井金杉2-11 多結晶 145.92kW 2022/10/28 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
77 VPPJapan発電所㉙ 愛知県岡崎市法性寺町字柳之内25番 多結晶 72.96kW 2022/10/11 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
78 VPPJapan発電所㉙ 愛知県名古屋市緑区森の里1丁目240番地 多結晶 85.88kW 2022/10/11 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
79 VPPJapan発電所㉙ 新潟県新潟市秋葉区さつき野4丁目20番8号 多結晶 258.42kW 2022/10/12 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
80 VPPJapan発電所㉙ 新潟県新潟市南区白根2793 多結晶 194.18kW 2022/10/28 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
81 VPPJapan発電所㉙ 福島県伊達市保原町上保原字金山3-1 多結晶 158.41kW 2022/10/28 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
78 VPPJapan発電所㉙ 長野県中野市吉田 字柿ノ木７２６ 多結晶 194.18kW 2022/10/28 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
79 VPPJapan発電所㉙ 長野県長野市青木島 大字大塚北島９４３-１ 多結晶 158.41kW 2022/10/28 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
80 VPPJapan発電所㉙ 埼玉県川越市大字的場2218番地2 多結晶 219.73kW 2022/10/21 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
81 VPPJapan発電所㉙ 和歌山県西牟婁郡上富田町生馬字両新田528番１ 多結晶 186.96kW 2022/10/27 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
82 VPPJapan発電所㉚ 岐阜県大垣市東前町900番 多結晶 1246.5kW 2022/10/31 自家消費 （ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　コンストラクションマネジメント部次長　江原　浩司 株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ　CRM部チーフ 石﨑　章
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１．４
設備容量

１．３
型式

３．モニタリング責任者及び実施者に関する情報

３．２
モニタリング実施者

３．１
モニタリング責任者

１．５
運転開始（予
定）
年月日

１．２
発電所又は熱設備所在地

１．７
受電地点特定番号
（22桁）

１．6
系統／自家消費

該当する追加性要件
　（ａ）当該設備の建設における主要な要素
　（ｂ）当該設備のグリーン電力又はグリーン熱の維持に貢献
　（ｃ）当該設備以外のグリーン電力又はグリーン熱の拡大に貢献

１．１
発電所又は熱設備名称

１．事業所に関する情報































様式１－２別紙２① 

グリーン電力要件チェックリスト 

グリーンエネルギーCO2削減相当量認証委員会 御中 

（住所）    東京都千代田区麹町三丁目７番地４ 

（名称）株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ 

（代表者役職 氏名）   代表取締役 秋田 智一 

 申請中の「グリーンエネルギーCO2削減計画認定申請書」（排出削減事業の名称：太陽光発電によるCO2排出削減）については、以下のとおりグリーンエネルギー

CO2削減相当量認証制度 

運営規則グリーンエネルギーCO2削減相当量算定方法論３．１（２）に定めるグリーン電力の要件に適合していることを証明します。 

項目 基準の概要 適合説明 関係法令表での該当番号・備考 

2-3-1 

発電方式 

以下の条件を全て満たす再生可能エネルギーによるものと

する。 

（1）化石燃料・原子力による発電でないこと 

（2）温室効果ガス、および硫黄・窒素酸化物等有害ガスの排

出がゼロまたは著しく少ないこと 

グリーン電力認証基準に該当する太陽光発電であ

り、温室効果ガスの排出はなく、左記条件のいずれ

も満たしている。また、運営規則グリーンエネルギー

CO2 削減相当量算定方法論に定める発電方式（ⅱ）

に該当する。 

附属書 20「発電設備結線図」 

2-3-2 

発電電力量 

電力量の測定が的確に行われており、かつ以下のいずれか

に該当するものとする。 

（1）電力系統に供給されている 

（2）補機類での消費を除く所内消費 

検定済電力量計が取り付けられており（又は設置予

定であり）、発電電力量を適格に測定できる。「認証

可能電力量の確認方法」による計算とし、所内消費

を対象としていることを確認し、左記(2)に該当する。

また、運営規則グリーンエネルギーCO2削減相当量

附属書 10「認証可能電力量の確認

方法」 

附属書 20「発電設備結線図」 



算定方法論に定める発電電力量認証に関する要件

（b）に該当する。 

2-3-3 

追加性要件 

グリーン電力の取引によって設置、もしくは維持されて発電し

ているもの。またはグリーン電力の取引が他設備のグリーン

電力拡大に貢献しているもの 

グリーン電力取引による設置効果のほか、投資費

用の早期回収への貢献、メンテナンス機会増による

設備稼働率向上が想定されるため、追加性要件は

満たしていると考えられる。また、運営規則グリーン

エネルギーCO2 削減相当量算定方法論に定める追

加性要件（b）に該当する。 

 

2-3-4 

環境価値の帰属 

認証されたグリーン電力の価値がグリーン電力価値の購入

者たる顧客に帰属することを示さなければならない。 

電気以外の価値がグリーン電力の購入者たる顧客

に帰属することを発電者と事業者との間で契約上担

保している。 

J クレジット等の環境価値の譲渡に係る制度との重

複がないこと、グリーン電力証書化への意思を確認

している。 

オフグリッド電力供給等契約書又は

覚書 

2-3-5 

環境の影響評価 

生態系、環境等への影響について適切な評価・対策を行って

いること。また以下の内容について検証機関に報告をしてい

ること。 

 （1）環境への影響評価 

 （2）個別の発電方式ごとに検証機関が定める環境モニタリン

グ 

太陽光発電は商業施設等の建物に付随して設置さ

れる場合がほとんどで、今回は既設の建築物であ

り、環境への影響は生じない。また、建築物以外に

設置される場合にあっても、大規模な土地開発等に

対しては、グリーン電力証書の発行を行っていな

い。 

 

2-3-6 

社会的合意 

立地に対する関係者との合意に達していることとし、その内

容について報告をしなければならない。 

分散化電源推進活動及び SDGs を意識した活動の

一環であるため、周辺住民は了解しており、苦情等

は特に発生していない。 

 



2-3-7 

情報の公開 

 （1）グリーンエネルギーCO2削減相当量認証委員会に提出さ

れた資料は、公表されることを了承する。※１ 

 （2）顧客に対して、グリーン電力に関する十分な情報が開示

されていることとし、その開示状況を検証機関に報告する。 

提出する資料の公表を了承する。ただし、個人情報

及び機密情報に該当し、非公開申請を行ったものを

除く。 

 

※1･･･個人情報等の理由により非公開扱いとする場合は資料にその旨を明記すること。



関係法令表 

番号 関係法令等※２ 手続き状況※３ 備考 

1 電気事業法 該当なし 

2 電力会社との系統連系協議及び

電力受給契約 

全量自家消費のため該当なし 

3 RPS法 

４ FIT法 

５ エネルギーの使用の合理化に関

する法律 

６ 国土利用計画法 

７ 騒音規制法 

８ 振動規制法 

９ 労働安全衛生法 

１０ 建築基準法 

１１ 消防法 



１２ 高圧ガス保安法 

１３ 熱供給事業法 

１４ 農地法 

１５ 都市計画法 

１６ 大気汚染防止法 

１７ 悪臭防止法 

１８ 水質汚濁防止法 

１９ 肥料取締法 

２０ 工事立地法 

２１ 森林法 

２２ 建設工事に関わる資材の再資源

化等に関する法律 

２３ ダイオキシン類対策特別措置法 

２４ 航空法 



２５ 自然公園法 

その他（景観条例・地元との協議等） 

・ 

・ 

該当なし 

※2･･･記載する内容等については追加要件を参照のこと。

※3･･･可能ならば申請書類の受理番号や時期等について記入のこと。

その他（検定済計量器の設置について） 

設置の有無 有の場合※４ 無の場合※５ 備考 

有・無 有効期限： 年 月 設置予定年月：    年    月 添付表を参照 

※4･･･設置済みの場合は、単線結線図に明示し、検定マーク（有効期限）を含んだ計量器の写真を添付すること。 

※5･･･設備認定後に検定済計量器へ変更する場合は、検定済計量器による電力量の測定を開始した時点からのグリーン電力量認証の対象とする。

その他（補助金等の公的助成について） 

助成の有無 有の場合※６ 

有・無※７ 

助成機関の名称 補助金等の名称 補助率（％） 

※６･･･複数の助成を受けている場合には、それぞれに分けて記載すること。



様式１－２別紙２① 

グリーン電力要件チェックリスト 

グリーンエネルギーCO2削減相当量認証委員会 御中 

（住所）    東京都千代田区麹町三丁目７番地４ 

（名称）株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ 

（代表者役職 氏名）   代表取締役 秋田 智一 

 申請中の「グリーンエネルギーCO2削減計画認定申請書」（排出削減事業の名称：太陽光発電によるCO2排出削減）については、以下のとおりグリーンエネルギー

CO2削減相当量認証制度 

運営規則グリーンエネルギーCO2削減相当量算定方法論３．１（２）に定めるグリーン電力の要件に適合していることを証明します。 

項目 基準の概要 適合説明 関係法令表での該当番号・備考 

2-3-1 

発電方式 

以下の条件を全て満たす再生可能エネルギーによるものと

する。 

（1）化石燃料・原子力による発電でないこと 

（2）温室効果ガス、および硫黄・窒素酸化物等有害ガスの排

出がゼロまたは著しく少ないこと 

グリーン電力認証基準に該当する太陽光発電であ

り、温室効果ガスの排出はなく、左記条件のいずれ

も満たしている。また、運営規則グリーンエネルギー

CO2 削減相当量算定方法論に定める発電方式（ⅱ）

に該当する。 

附属書 20「発電設備結線図」 

2-3-2 

発電電力量 

電力量の測定が的確に行われており、かつ以下のいずれか

に該当するものとする。 

（1）電力系統に供給されている 

（2）補機類での消費を除く所内消費 

検定済電力量計が取り付けられており（又は設置予

定であり）、発電電力量を適格に測定できる。「認証

可能電力量の確認方法」による計算とし、所内消費

を対象としていることを確認し、左記(2)に該当する。

また、運営規則グリーンエネルギーCO2削減相当量

附属書 10「認証可能電力量の確認

方法」 

附属書 20「発電設備結線図」 



算定方法論に定める発電電力量認証に関する要件

（b）に該当する。 

2-3-3 

追加性要件 

グリーン電力の取引によって設置、もしくは維持されて発電し

ているもの。またはグリーン電力の取引が他設備のグリーン

電力拡大に貢献しているもの 

グリーン電力取引による設置効果のほか、投資費

用の早期回収への貢献、メンテナンス機会増による

設備稼働率向上が想定されるため、追加性要件は

満たしていると考えられる。また、運営規則グリーン

エネルギーCO2 削減相当量算定方法論に定める追

加性要件（b）に該当する。 

 

2-3-4 

環境価値の帰属 

認証されたグリーン電力の価値がグリーン電力価値の購入

者たる顧客に帰属することを示さなければならない。 

電気以外の価値がグリーン電力の購入者たる顧客

に帰属することを発電者と事業者との間で契約上担

保している。 

J クレジット等の環境価値の譲渡に係る制度との重

複がないこと、グリーン電力証書化への意思を確認

している。 

オフグリッド電力供給等契約書又は

覚書 

2-3-5 

環境の影響評価 

生態系、環境等への影響について適切な評価・対策を行って

いること。また以下の内容について検証機関に報告をしてい

ること。 

 （1）環境への影響評価 

 （2）個別の発電方式ごとに検証機関が定める環境モニタリン

グ 

太陽光発電は商業施設等の建物に付随して設置さ

れる場合がほとんどで、今回は既設の建築物であ

り、環境への影響は生じない。また、建築物以外に

設置される場合にあっても、大規模な土地開発等に

対しては、グリーン電力証書の発行を行っていな

い。 

 

2-3-6 

社会的合意 

立地に対する関係者との合意に達していることとし、その内

容について報告をしなければならない。 

分散化電源推進活動及び SDGs を意識した活動の

一環であるため、周辺住民は了解しており、苦情等

は特に発生していない。 

 



2-3-7 

情報の公開 

 （1）グリーンエネルギーCO2削減相当量認証委員会に提出さ

れた資料は、公表されることを了承する。※１ 

 （2）顧客に対して、グリーン電力に関する十分な情報が開示

されていることとし、その開示状況を検証機関に報告する。 

提出する資料の公表を了承する。ただし、個人情報

及び機密情報に該当し、非公開申請を行ったものを

除く。 

 

※1･･･個人情報等の理由により非公開扱いとする場合は資料にその旨を明記すること。



関係法令表 

番号 関係法令等※２ 手続き状況※３ 備考 

1 電気事業法 該当なし 

2 電力会社との系統連系協議及び

電力受給契約 

全量自家消費のため該当なし 

3 RPS法 

４ FIT法 

５ エネルギーの使用の合理化に関

する法律 

６ 国土利用計画法 

７ 騒音規制法 

８ 振動規制法 

９ 労働安全衛生法 

１０ 建築基準法 

１１ 消防法 



１２ 高圧ガス保安法 

１３ 熱供給事業法 

１４ 農地法 

１５ 都市計画法 

１６ 大気汚染防止法 

１７ 悪臭防止法 

１８ 水質汚濁防止法 

１９ 肥料取締法 

２０ 工事立地法 

２１ 森林法 

２２ 建設工事に関わる資材の再資源

化等に関する法律 

２３ ダイオキシン類対策特別措置法 

２４ 航空法 



２５ 自然公園法 

その他（景観条例・地元との協議等） 

・ 

・ 

該当なし 

※2･･･記載する内容等については追加要件を参照のこと。

※3･･･可能ならば申請書類の受理番号や時期等について記入のこと。

その他（検定済計量器の設置について） 

設置の有無 有の場合※４ 無の場合※５ 備考 

有・無 有効期限： 年 月 設置予定年月：    年    月 添付表を参照 

※4･･･設置済みの場合は、単線結線図に明示し、検定マーク（有効期限）を含んだ計量器の写真を添付すること。 

※5･･･設備認定後に検定済計量器へ変更する場合は、検定済計量器による電力量の測定を開始した時点からのグリーン電力量認証の対象とする。

その他（補助金等の公的助成について） 

助成の有無 有の場合※６ 

有・無※７ 

助成機関の名称 補助金等の名称 補助率（％） 

※６･･･複数の助成を受けている場合には、それぞれに分けて記載すること。



様式１－２別紙２① 

グリーン電力要件チェックリスト 

グリーンエネルギーCO2削減相当量認証委員会 御中 

（住所）    東京都千代田区麹町三丁目７番地４ 

（名称）株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ 

（代表者役職 氏名）   代表取締役 秋田 智一 

 申請中の「グリーンエネルギーCO2削減計画認定申請書」（排出削減事業の名称：太陽光発電によるCO2排出削減）については、以下のとおりグリーンエネルギー

CO2削減相当量認証制度 

運営規則グリーンエネルギーCO2削減相当量算定方法論３．１（２）に定めるグリーン電力の要件に適合していることを証明します。 

項目 基準の概要 適合説明 関係法令表での該当番号・備考 

2-3-1 

発電方式 

以下の条件を全て満たす再生可能エネルギーによるものと

する。 

（1）化石燃料・原子力による発電でないこと 

（2）温室効果ガス、および硫黄・窒素酸化物等有害ガスの排

出がゼロまたは著しく少ないこと 

グリーン電力認証基準に該当する太陽光発電であ

り、温室効果ガスの排出はなく、左記条件のいずれ

も満たしている。また、運営規則グリーンエネルギー

CO2 削減相当量算定方法論に定める発電方式（ⅱ）

に該当する。 

附属書 20「発電設備結線図」 

2-3-2 

発電電力量 

電力量の測定が的確に行われており、かつ以下のいずれか

に該当するものとする。 

（1）電力系統に供給されている 

（2）補機類での消費を除く所内消費 

検定済電力量計が取り付けられており（又は設置予

定であり）、発電電力量を適格に測定できる。「認証

可能電力量の確認方法」による計算とし、所内消費

を対象としていることを確認し、左記(2)に該当する。

また、運営規則グリーンエネルギーCO2削減相当量

附属書 10「認証可能電力量の確認

方法」 

附属書 20「発電設備結線図」 



算定方法論に定める発電電力量認証に関する要件

（b）に該当する。 

2-3-3 

追加性要件 

グリーン電力の取引によって設置、もしくは維持されて発電し

ているもの。またはグリーン電力の取引が他設備のグリーン

電力拡大に貢献しているもの 

グリーン電力取引による設置効果のほか、投資費

用の早期回収への貢献、メンテナンス機会増による

設備稼働率向上が想定されるため、追加性要件は

満たしていると考えられる。また、運営規則グリーン

エネルギーCO2 削減相当量算定方法論に定める追

加性要件（b）に該当する。 

 

2-3-4 

環境価値の帰属 

認証されたグリーン電力の価値がグリーン電力価値の購入

者たる顧客に帰属することを示さなければならない。 

電気以外の価値がグリーン電力の購入者たる顧客

に帰属することを発電者と事業者との間で契約上担

保している。 

J クレジット等の環境価値の譲渡に係る制度との重

複がないこと、グリーン電力証書化への意思を確認

している。 

オフグリッド電力供給等契約書又は

覚書 

2-3-5 

環境の影響評価 

生態系、環境等への影響について適切な評価・対策を行って

いること。また以下の内容について検証機関に報告をしてい

ること。 

 （1）環境への影響評価 

 （2）個別の発電方式ごとに検証機関が定める環境モニタリン

グ 

太陽光発電は商業施設等の建物に付随して設置さ

れる場合がほとんどで、今回は既設の建築物であ

り、環境への影響は生じない。また、建築物以外に

設置される場合にあっても、大規模な土地開発等に

対しては、グリーン電力証書の発行を行っていな

い。 

 

2-3-6 

社会的合意 

立地に対する関係者との合意に達していることとし、その内

容について報告をしなければならない。 

分散化電源推進活動及び SDGs を意識した活動の

一環であるため、周辺住民は了解しており、苦情等

は特に発生していない。 

 



2-3-7 

情報の公開 

 （1）グリーンエネルギーCO2削減相当量認証委員会に提出さ

れた資料は、公表されることを了承する。※１ 

 （2）顧客に対して、グリーン電力に関する十分な情報が開示

されていることとし、その開示状況を検証機関に報告する。 

提出する資料の公表を了承する。ただし、個人情報

及び機密情報に該当し、非公開申請を行ったものを

除く。 

 

※1･･･個人情報等の理由により非公開扱いとする場合は資料にその旨を明記すること。



関係法令表 

番号 関係法令等※２ 手続き状況※３ 備考 

1 電気事業法 該当なし 

2 電力会社との系統連系協議及び

電力受給契約 

全量自家消費のため該当なし 

3 RPS法 

４ FIT法 

５ エネルギーの使用の合理化に関

する法律 

６ 国土利用計画法 

７ 騒音規制法 

８ 振動規制法 

９ 労働安全衛生法 

１０ 建築基準法 

１１ 消防法 



１２ 高圧ガス保安法 

１３ 熱供給事業法 

１４ 農地法 

１５ 都市計画法 

１６ 大気汚染防止法 

１７ 悪臭防止法 

１８ 水質汚濁防止法 

１９ 肥料取締法 

２０ 工事立地法 

２１ 森林法 

２２ 建設工事に関わる資材の再資源

化等に関する法律 

２３ ダイオキシン類対策特別措置法 

２４ 航空法 



２５ 自然公園法 

その他（景観条例・地元との協議等） 

・ 

・ 

該当なし 

※2･･･記載する内容等については追加要件を参照のこと。

※3･･･可能ならば申請書類の受理番号や時期等について記入のこと。

その他（検定済計量器の設置について） 

設置の有無 有の場合※４ 無の場合※５ 備考 

有・無 有効期限： 年 月 設置予定年月：    年    月 添付表を参照 

※4･･･設置済みの場合は、単線結線図に明示し、検定マーク（有効期限）を含んだ計量器の写真を添付すること。 

※5･･･設備認定後に検定済計量器へ変更する場合は、検定済計量器による電力量の測定を開始した時点からのグリーン電力量認証の対象とする。

その他（補助金等の公的助成について） 

助成の有無 有の場合※６ 

有・無※７ 

助成機関の名称 補助金等の名称 補助率（％） 

※６･･･複数の助成を受けている場合には、それぞれに分けて記載すること。



様式１－２別紙２① 

 

グリーン電力要件チェックリスト 

 

 

グリーンエネルギーCO2削減相当量認証委員会 御中 

 

（住所）    東京都千代田区麹町三丁目７番地４ 

（名称）株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ 

 （代表者役職 氏名）   代表取締役 秋田 智一 

 

 

 申請中の「グリーンエネルギーCO2削減計画認定申請書」（排出削減事業の名称：太陽光発電によるCO2排出削減）については、以下のとおりグリーンエネルギー

CO2削減相当量認証制度 

運営規則グリーンエネルギーCO2削減相当量算定方法論３．１（２）に定めるグリーン電力の要件に適合していることを証明します。 

項目 基準の概要 適合説明 関係法令表での該当番号・備考 

2-3-1 

発電方式 

以下の条件を全て満たす再生可能エネルギーによるものと

する。 

（1）化石燃料・原子力による発電でないこと 

（2）温室効果ガス、および硫黄・窒素酸化物等有害ガスの排

出がゼロまたは著しく少ないこと 

グリーン電力認証基準に該当する太陽光発電であ

り、温室効果ガスの排出はなく、左記条件のいずれ

も満たしている。また、運営規則グリーンエネルギー

CO2 削減相当量算定方法論に定める発電方式（ⅱ）

に該当する。 

附属書 20「発電設備結線図」 

2-3-2 

発電電力量 

電力量の測定が的確に行われており、かつ以下のいずれか

に該当するものとする。 

（1）電力系統に供給されている 

（2）補機類での消費を除く所内消費 

検定済電力量計が取り付けられており（又は設置予

定であり）、発電電力量を適格に測定できる。「認証

可能電力量の確認方法」による計算とし、所内消費

を対象としていることを確認し、左記(2)に該当する。

また、運営規則グリーンエネルギーCO2削減相当量

附属書 10「認証可能電力量の確認

方法」 

附属書 20「発電設備結線図」 



算定方法論に定める発電電力量認証に関する要件

（b）に該当する。 

2-3-3 

追加性要件 

グリーン電力の取引によって設置、もしくは維持されて発電し

ているもの。またはグリーン電力の取引が他設備のグリーン

電力拡大に貢献しているもの 

グリーン電力取引による設置効果のほか、投資費

用の早期回収への貢献、メンテナンス機会増による

設備稼働率向上が想定されるため、追加性要件は

満たしていると考えられる。また、運営規則グリーン

エネルギーCO2 削減相当量算定方法論に定める追

加性要件（b）に該当する。 

 

2-3-4 

環境価値の帰属 

認証されたグリーン電力の価値がグリーン電力価値の購入

者たる顧客に帰属することを示さなければならない。 

電気以外の価値がグリーン電力の購入者たる顧客

に帰属することを発電者と事業者との間で契約上担

保している。 

J クレジット等の環境価値の譲渡に係る制度との重

複がないこと、グリーン電力証書化への意思を確認

している。 

オフグリッド電力供給等契約書又は

覚書 

 

2-3-5 

環境の影響評価 

生態系、環境等への影響について適切な評価・対策を行って

いること。また以下の内容について検証機関に報告をしてい

ること。 

 （1）環境への影響評価 

 （2）個別の発電方式ごとに検証機関が定める環境モニタリン

グ 

太陽光発電は商業施設等の建物に付随して設置さ

れる場合がほとんどで、今回は既設の建築物であ

り、環境への影響は生じない。また、建築物以外に

設置される場合にあっても、大規模な土地開発等に

対しては、グリーン電力証書の発行を行っていな

い。 

 

2-3-6 

社会的合意 

立地に対する関係者との合意に達していることとし、その内

容について報告をしなければならない。 

分散化電源推進活動及び SDGs を意識した活動の

一環であるため、周辺住民は了解しており、苦情等

は特に発生していない。 

 



2-3-7 

情報の公開 

 （1）グリーンエネルギーCO2削減相当量認証委員会に提出さ

れた資料は、公表されることを了承する。※１ 

 （2）顧客に対して、グリーン電力に関する十分な情報が開示

されていることとし、その開示状況を検証機関に報告する。 

提出する資料の公表を了承する。ただし、個人情報

及び機密情報に該当し、非公開申請を行ったものを

除く。 

 

※1･･･個人情報等の理由により非公開扱いとする場合は資料にその旨を明記すること。 

 



関係法令表 

番号 関係法令等※２ 手続き状況※３ 備考 

1 電気事業法 

 

該当なし  

2 電力会社との系統連系協議及び

電力受給契約 

全量自家消費のため該当なし  

3 RPS法   

４ FIT法   

５ エネルギーの使用の合理化に関

する法律 

  

６ 国土利用計画法   

７ 騒音規制法   

８ 振動規制法   

９ 労働安全衛生法   

１０ 建築基準法   

１１ 消防法   



１２ 高圧ガス保安法   

１３ 熱供給事業法   

１４ 農地法   

１５ 都市計画法   

１６ 大気汚染防止法   

１７ 悪臭防止法   

１８ 水質汚濁防止法   

１９ 肥料取締法   

２０ 工事立地法   

２１ 森林法   

２２ 建設工事に関わる資材の再資源

化等に関する法律 

  

２３ ダイオキシン類対策特別措置法   

２４ 航空法   



２５ 自然公園法   

その他（景観条例・地元との協議等） 

・ 

・ 

該当なし   

※2･･･記載する内容等については追加要件を参照のこと。 

※3･･･可能ならば申請書類の受理番号や時期等について記入のこと。 

 

その他（検定済計量器の設置について） 

設置の有無 有の場合※４ 無の場合※５ 備考 

有・無 有効期限：    年    月 設置予定年月：    年    月 添付表を参照 

※4･･･設置済みの場合は、単線結線図に明示し、検定マーク（有効期限）を含んだ計量器の写真を添付すること。 

※5･･･設備認定後に検定済計量器へ変更する場合は、検定済計量器による電力量の測定を開始した時点からのグリーン電力量認証の対象とする。 

その他（補助金等の公的助成について） 

助成の有無 有の場合※６ 

 

有・無※７ 

助成機関の名称 補助金等の名称 補助率（％） 

   

   

※６･･･複数の助成を受けている場合には、それぞれに分けて記載すること。 

 



様式１－２別紙２① 

 

グリーン電力要件チェックリスト 

 

 

グリーンエネルギーCO2削減相当量認証委員会 御中 

 

（住所）    東京都千代田区麹町三丁目７番地４ 

（名称）株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ 

 （代表者役職 氏名）   代表取締役 秋田 智一 

 

 

 申請中の「グリーンエネルギーCO2削減計画認定申請書」（排出削減事業の名称：太陽光発電によるCO2排出削減）については、以下のとおりグリーンエネルギー

CO2削減相当量認証制度 

運営規則グリーンエネルギーCO2削減相当量算定方法論３．１（２）に定めるグリーン電力の要件に適合していることを証明します。 

項目 基準の概要 適合説明 関係法令表での該当番号・備考 

2-3-1 

発電方式 

以下の条件を全て満たす再生可能エネルギーによるものと

する。 

（1）化石燃料・原子力による発電でないこと 

（2）温室効果ガス、および硫黄・窒素酸化物等有害ガスの排

出がゼロまたは著しく少ないこと 

グリーン電力認証基準に該当する太陽光発電であ

り、温室効果ガスの排出はなく、左記条件のいずれ

も満たしている。また、運営規則グリーンエネルギー

CO2 削減相当量算定方法論に定める発電方式（ⅱ）

に該当する。 

附属書 20「発電設備結線図」 

2-3-2 

発電電力量 

電力量の測定が的確に行われており、かつ以下のいずれか

に該当するものとする。 

（1）電力系統に供給されている 

（2）補機類での消費を除く所内消費 

検定済電力量計が取り付けられており（又は設置予

定であり）、発電電力量を適格に測定できる。「認証

可能電力量の確認方法」による計算とし、所内消費

を対象としていることを確認し、左記(2)に該当する。

また、運営規則グリーンエネルギーCO2削減相当量

附属書 10「認証可能電力量の確認

方法」 

附属書 20「発電設備結線図」 



算定方法論に定める発電電力量認証に関する要件

（b）に該当する。 

2-3-3 

追加性要件 

グリーン電力の取引によって設置、もしくは維持されて発電し

ているもの。またはグリーン電力の取引が他設備のグリーン

電力拡大に貢献しているもの 

グリーン電力取引による設置効果のほか、投資費

用の早期回収への貢献、メンテナンス機会増による

設備稼働率向上が想定されるため、追加性要件は

満たしていると考えられる。また、運営規則グリーン

エネルギーCO2 削減相当量算定方法論に定める追

加性要件（b）に該当する。 

 

2-3-4 

環境価値の帰属 

認証されたグリーン電力の価値がグリーン電力価値の購入

者たる顧客に帰属することを示さなければならない。 

電気以外の価値がグリーン電力の購入者たる顧客

に帰属することを発電者と事業者との間で契約上担

保している。 

J クレジット等の環境価値の譲渡に係る制度との重

複がないこと、グリーン電力証書化への意思を確認

している。 

オフグリッド電力供給等契約書又は

覚書 

 

2-3-5 

環境の影響評価 

生態系、環境等への影響について適切な評価・対策を行って

いること。また以下の内容について検証機関に報告をしてい

ること。 

 （1）環境への影響評価 

 （2）個別の発電方式ごとに検証機関が定める環境モニタリン

グ 

太陽光発電は商業施設等の建物に付随して設置さ

れる場合がほとんどで、今回は既設の建築物であ

り、環境への影響は生じない。また、建築物以外に

設置される場合にあっても、大規模な土地開発等に

対しては、グリーン電力証書の発行を行っていな

い。 

 

2-3-6 

社会的合意 

立地に対する関係者との合意に達していることとし、その内

容について報告をしなければならない。 

分散化電源推進活動及び SDGs を意識した活動の

一環であるため、周辺住民は了解しており、苦情等

は特に発生していない。 

 



2-3-7 

情報の公開 

 （1）グリーンエネルギーCO2削減相当量認証委員会に提出さ

れた資料は、公表されることを了承する。※１ 

 （2）顧客に対して、グリーン電力に関する十分な情報が開示

されていることとし、その開示状況を検証機関に報告する。 

提出する資料の公表を了承する。ただし、個人情報

及び機密情報に該当し、非公開申請を行ったものを

除く。 

 

※1･･･個人情報等の理由により非公開扱いとする場合は資料にその旨を明記すること。 

 



関係法令表 

番号 関係法令等※２ 手続き状況※３ 備考 

1 電気事業法 

 

該当なし  

2 電力会社との系統連系協議及び

電力受給契約 

全量自家消費のため該当なし  

3 RPS法   

４ FIT法   

５ エネルギーの使用の合理化に関

する法律 

  

６ 国土利用計画法   

７ 騒音規制法   

８ 振動規制法   

９ 労働安全衛生法   

１０ 建築基準法   

１１ 消防法   



１２ 高圧ガス保安法   

１３ 熱供給事業法   

１４ 農地法   

１５ 都市計画法   

１６ 大気汚染防止法   

１７ 悪臭防止法   

１８ 水質汚濁防止法   

１９ 肥料取締法   

２０ 工事立地法   

２１ 森林法   

２２ 建設工事に関わる資材の再資源

化等に関する法律 

  

２３ ダイオキシン類対策特別措置法   

２４ 航空法   



２５ 自然公園法   

その他（景観条例・地元との協議等） 

・ 

・ 

該当なし   

※2･･･記載する内容等については追加要件を参照のこと。 

※3･･･可能ならば申請書類の受理番号や時期等について記入のこと。 

 

その他（検定済計量器の設置について） 

設置の有無 有の場合※４ 無の場合※５ 備考 

有・無 有効期限：    年    月 設置予定年月：    年    月 添付表を参照 

※4･･･設置済みの場合は、単線結線図に明示し、検定マーク（有効期限）を含んだ計量器の写真を添付すること。 

※5･･･設備認定後に検定済計量器へ変更する場合は、検定済計量器による電力量の測定を開始した時点からのグリーン電力量認証の対象とする。 

その他（補助金等の公的助成について） 

助成の有無 有の場合※６ 

 

有・無※７ 

助成機関の名称 補助金等の名称 補助率（％） 

   

   

※６･･･複数の助成を受けている場合には、それぞれに分けて記載すること。 

 



様式１－２別紙２① 

 

グリーン電力要件チェックリスト 

 

 

グリーンエネルギーCO2削減相当量認証委員会 御中 

 

（住所）    東京都千代田区麹町三丁目７番地４ 

（名称）株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ 

 （代表者役職 氏名）   代表取締役 秋田 智一 

 

 

 申請中の「グリーンエネルギーCO2削減計画認定申請書」（排出削減事業の名称：太陽光発電によるCO2排出削減）については、以下のとおりグリーンエネルギー

CO2削減相当量認証制度 

運営規則グリーンエネルギーCO2削減相当量算定方法論３．１（２）に定めるグリーン電力の要件に適合していることを証明します。 

項目 基準の概要 適合説明 関係法令表での該当番号・備考 

2-3-1 

発電方式 

以下の条件を全て満たす再生可能エネルギーによるものと

する。 

（1）化石燃料・原子力による発電でないこと 

（2）温室効果ガス、および硫黄・窒素酸化物等有害ガスの排

出がゼロまたは著しく少ないこと 

グリーン電力認証基準に該当する太陽光発電であ

り、温室効果ガスの排出はなく、左記条件のいずれ

も満たしている。また、運営規則グリーンエネルギー

CO2 削減相当量算定方法論に定める発電方式（ⅱ）

に該当する。 

附属書 20「発電設備結線図」 

2-3-2 

発電電力量 

電力量の測定が的確に行われており、かつ以下のいずれか

に該当するものとする。 

（1）電力系統に供給されている 

（2）補機類での消費を除く所内消費 

検定済電力量計が取り付けられており（又は設置予

定であり）、発電電力量を適格に測定できる。「認証

可能電力量の確認方法」による計算とし、所内消費

を対象としていることを確認し、左記(2)に該当する。

また、運営規則グリーンエネルギーCO2削減相当量

附属書 10「認証可能電力量の確認

方法」 

附属書 20「発電設備結線図」 



算定方法論に定める発電電力量認証に関する要件

（b）に該当する。 

2-3-3 

追加性要件 

グリーン電力の取引によって設置、もしくは維持されて発電し

ているもの。またはグリーン電力の取引が他設備のグリーン

電力拡大に貢献しているもの 

グリーン電力取引による設置効果のほか、投資費

用の早期回収への貢献、メンテナンス機会増による

設備稼働率向上が想定されるため、追加性要件は

満たしていると考えられる。また、運営規則グリーン

エネルギーCO2 削減相当量算定方法論に定める追

加性要件（b）に該当する。 

 

2-3-4 

環境価値の帰属 

認証されたグリーン電力の価値がグリーン電力価値の購入

者たる顧客に帰属することを示さなければならない。 

電気以外の価値がグリーン電力の購入者たる顧客

に帰属することを発電者と事業者との間で契約上担

保している。 

J クレジット等の環境価値の譲渡に係る制度との重

複がないこと、グリーン電力証書化への意思を確認

している。 

オフグリッド電力供給等契約書又は

覚書 

 

2-3-5 

環境の影響評価 

生態系、環境等への影響について適切な評価・対策を行って

いること。また以下の内容について検証機関に報告をしてい

ること。 

 （1）環境への影響評価 

 （2）個別の発電方式ごとに検証機関が定める環境モニタリン

グ 

太陽光発電は商業施設等の建物に付随して設置さ

れる場合がほとんどで、今回は既設の建築物であ

り、環境への影響は生じない。また、建築物以外に

設置される場合にあっても、大規模な土地開発等に

対しては、グリーン電力証書の発行を行っていな

い。 

 

2-3-6 

社会的合意 

立地に対する関係者との合意に達していることとし、その内

容について報告をしなければならない。 

分散化電源推進活動及び SDGs を意識した活動の

一環であるため、周辺住民は了解しており、苦情等

は特に発生していない。 

 



2-3-7 

情報の公開 

 （1）グリーンエネルギーCO2削減相当量認証委員会に提出さ

れた資料は、公表されることを了承する。※１ 

 （2）顧客に対して、グリーン電力に関する十分な情報が開示

されていることとし、その開示状況を検証機関に報告する。 

提出する資料の公表を了承する。ただし、個人情報

及び機密情報に該当し、非公開申請を行ったものを

除く。 

 

※1･･･個人情報等の理由により非公開扱いとする場合は資料にその旨を明記すること。 

 



関係法令表 

番号 関係法令等※２ 手続き状況※３ 備考 

1 電気事業法 

 

該当なし  

2 電力会社との系統連系協議及び

電力受給契約 

全量自家消費のため該当なし  

3 RPS法   

４ FIT法   

５ エネルギーの使用の合理化に関

する法律 

  

６ 国土利用計画法   

７ 騒音規制法   

８ 振動規制法   

９ 労働安全衛生法   

１０ 建築基準法   

１１ 消防法   



１２ 高圧ガス保安法   

１３ 熱供給事業法   

１４ 農地法   

１５ 都市計画法   

１６ 大気汚染防止法   

１７ 悪臭防止法   

１８ 水質汚濁防止法   

１９ 肥料取締法   

２０ 工事立地法   

２１ 森林法   

２２ 建設工事に関わる資材の再資源

化等に関する法律 

  

２３ ダイオキシン類対策特別措置法   

２４ 航空法   



２５ 自然公園法   

その他（景観条例・地元との協議等） 

・ 

・ 

該当なし   

※2･･･記載する内容等については追加要件を参照のこと。 

※3･･･可能ならば申請書類の受理番号や時期等について記入のこと。 

 

その他（検定済計量器の設置について） 

設置の有無 有の場合※４ 無の場合※５ 備考 

有・無 有効期限：    年    月 設置予定年月：    年    月 添付表を参照 

※4･･･設置済みの場合は、単線結線図に明示し、検定マーク（有効期限）を含んだ計量器の写真を添付すること。 

※5･･･設備認定後に検定済計量器へ変更する場合は、検定済計量器による電力量の測定を開始した時点からのグリーン電力量認証の対象とする。 

その他（補助金等の公的助成について） 

助成の有無 有の場合※６ 

 

有・無※７ 

助成機関の名称 補助金等の名称 補助率（％） 

   

   

※６･･･複数の助成を受けている場合には、それぞれに分けて記載すること。 

 



様式１－２別紙２① 

 

グリーン電力要件チェックリスト 

 

 

グリーンエネルギーCO2削減相当量認証委員会 御中 

 

（住所）    東京都千代田区麹町三丁目７番地４ 

（名称）株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ 

 （代表者役職 氏名）   代表取締役 秋田 智一 

 

 

 申請中の「グリーンエネルギーCO2削減計画認定申請書」（排出削減事業の名称：太陽光発電によるCO2排出削減）については、以下のとおりグリーンエネルギー

CO2削減相当量認証制度 

運営規則グリーンエネルギーCO2削減相当量算定方法論３．１（２）に定めるグリーン電力の要件に適合していることを証明します。 

項目 基準の概要 適合説明 関係法令表での該当番号・備考 

2-3-1 

発電方式 

以下の条件を全て満たす再生可能エネルギーによるものと

する。 

（1）化石燃料・原子力による発電でないこと 

（2）温室効果ガス、および硫黄・窒素酸化物等有害ガスの排

出がゼロまたは著しく少ないこと 

グリーン電力認証基準に該当する太陽光発電であ

り、温室効果ガスの排出はなく、左記条件のいずれ

も満たしている。また、運営規則グリーンエネルギー

CO2 削減相当量算定方法論に定める発電方式（ⅱ）

に該当する。 

附属書 20「発電設備結線図」 

2-3-2 

発電電力量 

電力量の測定が的確に行われており、かつ以下のいずれか

に該当するものとする。 

（1）電力系統に供給されている 

（2）補機類での消費を除く所内消費 

検定済電力量計が取り付けられており（又は設置予

定であり）、発電電力量を適格に測定できる。「認証

可能電力量の確認方法」による計算とし、所内消費

を対象としていることを確認し、左記(2)に該当する。

また、運営規則グリーンエネルギーCO2削減相当量

附属書 10「認証可能電力量の確認

方法」 

附属書 20「発電設備結線図」 



算定方法論に定める発電電力量認証に関する要件

（b）に該当する。 

2-3-3 

追加性要件 

グリーン電力の取引によって設置、もしくは維持されて発電し

ているもの。またはグリーン電力の取引が他設備のグリーン

電力拡大に貢献しているもの 

グリーン電力取引による設置効果のほか、投資費

用の早期回収への貢献、メンテナンス機会増による

設備稼働率向上が想定されるため、追加性要件は

満たしていると考えられる。また、運営規則グリーン

エネルギーCO2 削減相当量算定方法論に定める追

加性要件（b）に該当する。 

 

2-3-4 

環境価値の帰属 

認証されたグリーン電力の価値がグリーン電力価値の購入

者たる顧客に帰属することを示さなければならない。 

電気以外の価値がグリーン電力の購入者たる顧客

に帰属することを発電者と事業者との間で契約上担

保している。 

J クレジット等の環境価値の譲渡に係る制度との重

複がないこと、グリーン電力証書化への意思を確認

している。 

オフグリッド電力供給等契約書又は

覚書 

 

2-3-5 

環境の影響評価 

生態系、環境等への影響について適切な評価・対策を行って

いること。また以下の内容について検証機関に報告をしてい

ること。 

 （1）環境への影響評価 

 （2）個別の発電方式ごとに検証機関が定める環境モニタリン

グ 

太陽光発電は商業施設等の建物に付随して設置さ

れる場合がほとんどで、今回は既設の建築物であ

り、環境への影響は生じない。また、建築物以外に

設置される場合にあっても、大規模な土地開発等に

対しては、グリーン電力証書の発行を行っていな

い。 

 

2-3-6 

社会的合意 

立地に対する関係者との合意に達していることとし、その内

容について報告をしなければならない。 

分散化電源推進活動及び SDGs を意識した活動の

一環であるため、周辺住民は了解しており、苦情等

は特に発生していない。 

 



2-3-7 

情報の公開 

 （1）グリーンエネルギーCO2削減相当量認証委員会に提出さ

れた資料は、公表されることを了承する。※１ 

 （2）顧客に対して、グリーン電力に関する十分な情報が開示

されていることとし、その開示状況を検証機関に報告する。 

提出する資料の公表を了承する。ただし、個人情報

及び機密情報に該当し、非公開申請を行ったものを

除く。 

 

※1･･･個人情報等の理由により非公開扱いとする場合は資料にその旨を明記すること。 

 



関係法令表 

番号 関係法令等※２ 手続き状況※３ 備考 

1 電気事業法 

 

該当なし  

2 電力会社との系統連系協議及び

電力受給契約 

全量自家消費のため該当なし  

3 RPS法   

４ FIT法   

５ エネルギーの使用の合理化に関

する法律 

  

６ 国土利用計画法   

７ 騒音規制法   

８ 振動規制法   

９ 労働安全衛生法   

１０ 建築基準法   

１１ 消防法   



１２ 高圧ガス保安法   

１３ 熱供給事業法   

１４ 農地法   

１５ 都市計画法   

１６ 大気汚染防止法   

１７ 悪臭防止法   

１８ 水質汚濁防止法   

１９ 肥料取締法   

２０ 工事立地法   

２１ 森林法   

２２ 建設工事に関わる資材の再資源

化等に関する法律 

  

２３ ダイオキシン類対策特別措置法   

２４ 航空法   



２５ 自然公園法   

その他（景観条例・地元との協議等） 

・ 

・ 

該当なし   

※2･･･記載する内容等については追加要件を参照のこと。 

※3･･･可能ならば申請書類の受理番号や時期等について記入のこと。 

 

その他（検定済計量器の設置について） 

設置の有無 有の場合※４ 無の場合※５ 備考 

有・無 有効期限：    年    月 設置予定年月：    年    月 添付表を参照 

※4･･･設置済みの場合は、単線結線図に明示し、検定マーク（有効期限）を含んだ計量器の写真を添付すること。 

※5･･･設備認定後に検定済計量器へ変更する場合は、検定済計量器による電力量の測定を開始した時点からのグリーン電力量認証の対象とする。 

その他（補助金等の公的助成について） 

助成の有無 有の場合※６ 

 

有・無※７ 

助成機関の名称 補助金等の名称 補助率（％） 

   

   

※６･･･複数の助成を受けている場合には、それぞれに分けて記載すること。 

 



様式１－２別紙２① 

 

グリーン電力要件チェックリスト 

 

 

グリーンエネルギーCO2削減相当量認証委員会 御中 

 

（住所）    東京都千代田区麹町三丁目７番地４ 

（名称）株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ 

 （代表者役職 氏名）   代表取締役 秋田 智一 

 

 

 申請中の「グリーンエネルギーCO2削減計画認定申請書」（排出削減事業の名称：太陽光発電によるCO2排出削減）については、以下のとおりグリーンエネルギー

CO2削減相当量認証制度 

運営規則グリーンエネルギーCO2削減相当量算定方法論３．１（２）に定めるグリーン電力の要件に適合していることを証明します。 

項目 基準の概要 適合説明 関係法令表での該当番号・備考 

2-3-1 

発電方式 

以下の条件を全て満たす再生可能エネルギーによるものと

する。 

（1）化石燃料・原子力による発電でないこと 

（2）温室効果ガス、および硫黄・窒素酸化物等有害ガスの排

出がゼロまたは著しく少ないこと 

グリーン電力認証基準に該当する太陽光発電であ

り、温室効果ガスの排出はなく、左記条件のいずれ

も満たしている。また、運営規則グリーンエネルギー

CO2 削減相当量算定方法論に定める発電方式（ⅱ）

に該当する。 

附属書 20「発電設備結線図」 

2-3-2 

発電電力量 

電力量の測定が的確に行われており、かつ以下のいずれか

に該当するものとする。 

（1）電力系統に供給されている 

（2）補機類での消費を除く所内消費 

検定済電力量計が取り付けられており（又は設置予

定であり）、発電電力量を適格に測定できる。「認証

可能電力量の確認方法」による計算とし、所内消費

を対象としていることを確認し、左記(2)に該当する。

また、運営規則グリーンエネルギーCO2削減相当量

附属書 10「認証可能電力量の確認

方法」 

附属書 20「発電設備結線図」 



算定方法論に定める発電電力量認証に関する要件

（b）に該当する。 

2-3-3 

追加性要件 

グリーン電力の取引によって設置、もしくは維持されて発電し

ているもの。またはグリーン電力の取引が他設備のグリーン

電力拡大に貢献しているもの 

グリーン電力取引による設置効果のほか、投資費

用の早期回収への貢献、メンテナンス機会増による

設備稼働率向上が想定されるため、追加性要件は

満たしていると考えられる。また、運営規則グリーン

エネルギーCO2 削減相当量算定方法論に定める追

加性要件（b）に該当する。 

 

2-3-4 

環境価値の帰属 

認証されたグリーン電力の価値がグリーン電力価値の購入

者たる顧客に帰属することを示さなければならない。 

電気以外の価値がグリーン電力の購入者たる顧客

に帰属することを発電者と事業者との間で契約上担

保している。 

J クレジット等の環境価値の譲渡に係る制度との重

複がないこと、グリーン電力証書化への意思を確認

している。 

オフグリッド電力供給等契約書又は

覚書 

 

2-3-5 

環境の影響評価 

生態系、環境等への影響について適切な評価・対策を行って

いること。また以下の内容について検証機関に報告をしてい

ること。 

 （1）環境への影響評価 

 （2）個別の発電方式ごとに検証機関が定める環境モニタリン

グ 

太陽光発電は商業施設等の建物に付随して設置さ

れる場合がほとんどで、今回は既設の建築物であ

り、環境への影響は生じない。また、建築物以外に

設置される場合にあっても、大規模な土地開発等に

対しては、グリーン電力証書の発行を行っていな

い。 

 

2-3-6 

社会的合意 

立地に対する関係者との合意に達していることとし、その内

容について報告をしなければならない。 

分散化電源推進活動及び SDGs を意識した活動の

一環であるため、周辺住民は了解しており、苦情等

は特に発生していない。 

 



2-3-7 

情報の公開 

 （1）グリーンエネルギーCO2削減相当量認証委員会に提出さ

れた資料は、公表されることを了承する。※１ 

 （2）顧客に対して、グリーン電力に関する十分な情報が開示

されていることとし、その開示状況を検証機関に報告する。 

提出する資料の公表を了承する。ただし、個人情報

及び機密情報に該当し、非公開申請を行ったものを

除く。 

 

※1･･･個人情報等の理由により非公開扱いとする場合は資料にその旨を明記すること。 

 



関係法令表 

番号 関係法令等※２ 手続き状況※３ 備考 

1 電気事業法 

 

該当なし  

2 電力会社との系統連系協議及び

電力受給契約 

全量自家消費のため該当なし  

3 RPS法   

４ FIT法   

５ エネルギーの使用の合理化に関

する法律 

  

６ 国土利用計画法   

７ 騒音規制法   

８ 振動規制法   

９ 労働安全衛生法   

１０ 建築基準法   

１１ 消防法   



１２ 高圧ガス保安法   

１３ 熱供給事業法   

１４ 農地法   

１５ 都市計画法   

１６ 大気汚染防止法   

１７ 悪臭防止法   

１８ 水質汚濁防止法   

１９ 肥料取締法   

２０ 工事立地法   

２１ 森林法   

２２ 建設工事に関わる資材の再資源

化等に関する法律 

  

２３ ダイオキシン類対策特別措置法   

２４ 航空法   



２５ 自然公園法   

その他（景観条例・地元との協議等） 

・ 

・ 

該当なし   

※2･･･記載する内容等については追加要件を参照のこと。 

※3･･･可能ならば申請書類の受理番号や時期等について記入のこと。 

 

その他（検定済計量器の設置について） 

設置の有無 有の場合※４ 無の場合※５ 備考 

有・無 有効期限：    年    月 設置予定年月：    年    月 添付表を参照 

※4･･･設置済みの場合は、単線結線図に明示し、検定マーク（有効期限）を含んだ計量器の写真を添付すること。 

※5･･･設備認定後に検定済計量器へ変更する場合は、検定済計量器による電力量の測定を開始した時点からのグリーン電力量認証の対象とする。 

その他（補助金等の公的助成について） 

助成の有無 有の場合※６ 

 

有・無※７ 

助成機関の名称 補助金等の名称 補助率（％） 

   

   

※６･･･複数の助成を受けている場合には、それぞれに分けて記載すること。 

 



様式１－２別紙２① 

 

グリーン電力要件チェックリスト 

 

 

グリーンエネルギーCO2削減相当量認証委員会 御中 

 

（住所）    東京都千代田区麹町三丁目７番地４ 

（名称）株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ 

 （代表者役職 氏名）   代表取締役 秋田 智一 

 

 

 申請中の「グリーンエネルギーCO2削減計画認定申請書」（排出削減事業の名称：太陽光発電によるCO2排出削減）については、以下のとおりグリーンエネルギー

CO2削減相当量認証制度 

運営規則グリーンエネルギーCO2削減相当量算定方法論３．１（２）に定めるグリーン電力の要件に適合していることを証明します。 

項目 基準の概要 適合説明 関係法令表での該当番号・備考 

2-3-1 

発電方式 

以下の条件を全て満たす再生可能エネルギーによるものと

する。 

（1）化石燃料・原子力による発電でないこと 

（2）温室効果ガス、および硫黄・窒素酸化物等有害ガスの排

出がゼロまたは著しく少ないこと 

グリーン電力認証基準に該当する太陽光発電であ

り、温室効果ガスの排出はなく、左記条件のいずれ

も満たしている。また、運営規則グリーンエネルギー

CO2 削減相当量算定方法論に定める発電方式（ⅱ）

に該当する。 

附属書 20「発電設備結線図」 

2-3-2 

発電電力量 

電力量の測定が的確に行われており、かつ以下のいずれか

に該当するものとする。 

（1）電力系統に供給されている 

（2）補機類での消費を除く所内消費 

検定済電力量計が取り付けられており（又は設置予

定であり）、発電電力量を適格に測定できる。「認証

可能電力量の確認方法」による計算とし、所内消費

を対象としていることを確認し、左記(2)に該当する。

また、運営規則グリーンエネルギーCO2削減相当量

附属書 10「認証可能電力量の確認

方法」 

附属書 20「発電設備結線図」 



算定方法論に定める発電電力量認証に関する要件

（b）に該当する。 

2-3-3 

追加性要件 

グリーン電力の取引によって設置、もしくは維持されて発電し

ているもの。またはグリーン電力の取引が他設備のグリーン

電力拡大に貢献しているもの 

グリーン電力取引による設置効果のほか、投資費

用の早期回収への貢献、メンテナンス機会増による

設備稼働率向上が想定されるため、追加性要件は

満たしていると考えられる。また、運営規則グリーン

エネルギーCO2 削減相当量算定方法論に定める追

加性要件（b）に該当する。 

 

2-3-4 

環境価値の帰属 

認証されたグリーン電力の価値がグリーン電力価値の購入

者たる顧客に帰属することを示さなければならない。 

電気以外の価値がグリーン電力の購入者たる顧客

に帰属することを発電者と事業者との間で契約上担

保している。 

J クレジット等の環境価値の譲渡に係る制度との重

複がないこと、グリーン電力証書化への意思を確認

している。 

オフグリッド電力供給等契約書又は

覚書 

 

2-3-5 

環境の影響評価 

生態系、環境等への影響について適切な評価・対策を行って

いること。また以下の内容について検証機関に報告をしてい

ること。 

 （1）環境への影響評価 

 （2）個別の発電方式ごとに検証機関が定める環境モニタリン

グ 

太陽光発電は商業施設等の建物に付随して設置さ

れる場合がほとんどで、今回は既設の建築物であ

り、環境への影響は生じない。また、建築物以外に

設置される場合にあっても、大規模な土地開発等に

対しては、グリーン電力証書の発行を行っていな

い。 

 

2-3-6 

社会的合意 

立地に対する関係者との合意に達していることとし、その内

容について報告をしなければならない。 

分散化電源推進活動及び SDGs を意識した活動の

一環であるため、周辺住民は了解しており、苦情等

は特に発生していない。 

 



2-3-7 

情報の公開 

 （1）グリーンエネルギーCO2削減相当量認証委員会に提出さ

れた資料は、公表されることを了承する。※１ 

 （2）顧客に対して、グリーン電力に関する十分な情報が開示

されていることとし、その開示状況を検証機関に報告する。 

提出する資料の公表を了承する。ただし、個人情報

及び機密情報に該当し、非公開申請を行ったものを

除く。 

 

※1･･･個人情報等の理由により非公開扱いとする場合は資料にその旨を明記すること。 

 



関係法令表 

番号 関係法令等※２ 手続き状況※３ 備考 

1 電気事業法 

 

該当なし  

2 電力会社との系統連系協議及び

電力受給契約 

全量自家消費のため該当なし  

3 RPS法   

４ FIT法   

５ エネルギーの使用の合理化に関

する法律 

  

６ 国土利用計画法   

７ 騒音規制法   

８ 振動規制法   

９ 労働安全衛生法   

１０ 建築基準法   

１１ 消防法   



１２ 高圧ガス保安法   

１３ 熱供給事業法   

１４ 農地法   

１５ 都市計画法   

１６ 大気汚染防止法   

１７ 悪臭防止法   

１８ 水質汚濁防止法   

１９ 肥料取締法   

２０ 工事立地法   

２１ 森林法   

２２ 建設工事に関わる資材の再資源

化等に関する法律 

  

２３ ダイオキシン類対策特別措置法   

２４ 航空法   



２５ 自然公園法   

その他（景観条例・地元との協議等） 

・ 

・ 

該当なし   

※2･･･記載する内容等については追加要件を参照のこと。 

※3･･･可能ならば申請書類の受理番号や時期等について記入のこと。 

 

その他（検定済計量器の設置について） 

設置の有無 有の場合※４ 無の場合※５ 備考 

有・無 有効期限：    年    月 設置予定年月：    年    月 添付表を参照 

※4･･･設置済みの場合は、単線結線図に明示し、検定マーク（有効期限）を含んだ計量器の写真を添付すること。 

※5･･･設備認定後に検定済計量器へ変更する場合は、検定済計量器による電力量の測定を開始した時点からのグリーン電力量認証の対象とする。 

その他（補助金等の公的助成について） 

助成の有無 有の場合※６ 

 

有・無※７ 

助成機関の名称 補助金等の名称 補助率（％） 

   

   

※６･･･複数の助成を受けている場合には、それぞれに分けて記載すること。 

 



様式１－２別紙２① 

 

グリーン電力要件チェックリスト 

 

 

グリーンエネルギーCO2削減相当量認証委員会 御中 

 

（住所）    東京都千代田区麹町三丁目７番地４ 

（名称）株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ 

 （代表者役職 氏名）   代表取締役 秋田 智一 

 

 

 申請中の「グリーンエネルギーCO2削減計画認定申請書」（排出削減事業の名称：太陽光発電によるCO2排出削減）については、以下のとおりグリーンエネルギー

CO2削減相当量認証制度 

運営規則グリーンエネルギーCO2削減相当量算定方法論３．１（２）に定めるグリーン電力の要件に適合していることを証明します。 

項目 基準の概要 適合説明 関係法令表での該当番号・備考 

2-3-1 

発電方式 

以下の条件を全て満たす再生可能エネルギーによるものと

する。 

（1）化石燃料・原子力による発電でないこと 

（2）温室効果ガス、および硫黄・窒素酸化物等有害ガスの排

出がゼロまたは著しく少ないこと 

グリーン電力認証基準に該当する太陽光発電であ

り、温室効果ガスの排出はなく、左記条件のいずれ

も満たしている。また、運営規則グリーンエネルギー

CO2 削減相当量算定方法論に定める発電方式（ⅱ）

に該当する。 

附属書 20「発電設備結線図」 

2-3-2 

発電電力量 

電力量の測定が的確に行われており、かつ以下のいずれか

に該当するものとする。 

（1）電力系統に供給されている 

（2）補機類での消費を除く所内消費 

検定済電力量計が取り付けられており（又は設置予

定であり）、発電電力量を適格に測定できる。「認証

可能電力量の確認方法」による計算とし、所内消費

を対象としていることを確認し、左記(2)に該当する。

また、運営規則グリーンエネルギーCO2削減相当量

附属書 10「認証可能電力量の確認

方法」 

附属書 20「発電設備結線図」 



算定方法論に定める発電電力量認証に関する要件

（b）に該当する。 

2-3-3 

追加性要件 

グリーン電力の取引によって設置、もしくは維持されて発電し

ているもの。またはグリーン電力の取引が他設備のグリーン

電力拡大に貢献しているもの 

グリーン電力取引による設置効果のほか、投資費

用の早期回収への貢献、メンテナンス機会増による

設備稼働率向上が想定されるため、追加性要件は

満たしていると考えられる。また、運営規則グリーン

エネルギーCO2 削減相当量算定方法論に定める追

加性要件（b）に該当する。 

 

2-3-4 

環境価値の帰属 

認証されたグリーン電力の価値がグリーン電力価値の購入

者たる顧客に帰属することを示さなければならない。 

電気以外の価値がグリーン電力の購入者たる顧客

に帰属することを発電者と事業者との間で契約上担

保している。 

J クレジット等の環境価値の譲渡に係る制度との重

複がないこと、グリーン電力証書化への意思を確認

している。 

オフグリッド電力供給等契約書又は

覚書 

 

2-3-5 

環境の影響評価 

生態系、環境等への影響について適切な評価・対策を行って

いること。また以下の内容について検証機関に報告をしてい

ること。 

 （1）環境への影響評価 

 （2）個別の発電方式ごとに検証機関が定める環境モニタリン

グ 

太陽光発電は商業施設等の建物に付随して設置さ

れる場合がほとんどで、今回は既設の建築物であ

り、環境への影響は生じない。また、建築物以外に

設置される場合にあっても、大規模な土地開発等に

対しては、グリーン電力証書の発行を行っていな

い。 

 

2-3-6 

社会的合意 

立地に対する関係者との合意に達していることとし、その内

容について報告をしなければならない。 

分散化電源推進活動及び SDGs を意識した活動の

一環であるため、周辺住民は了解しており、苦情等

は特に発生していない。 

 



2-3-7 

情報の公開 

 （1）グリーンエネルギーCO2削減相当量認証委員会に提出さ

れた資料は、公表されることを了承する。※１ 

 （2）顧客に対して、グリーン電力に関する十分な情報が開示

されていることとし、その開示状況を検証機関に報告する。 

提出する資料の公表を了承する。ただし、個人情報

及び機密情報に該当し、非公開申請を行ったものを

除く。 

 

※1･･･個人情報等の理由により非公開扱いとする場合は資料にその旨を明記すること。 

 



関係法令表 

番号 関係法令等※２ 手続き状況※３ 備考 

1 電気事業法 

 

該当なし  

2 電力会社との系統連系協議及び

電力受給契約 

全量自家消費のため該当なし  

3 RPS法   

４ FIT法   

５ エネルギーの使用の合理化に関

する法律 

  

６ 国土利用計画法   

７ 騒音規制法   

８ 振動規制法   

９ 労働安全衛生法   

１０ 建築基準法   

１１ 消防法   



１２ 高圧ガス保安法   

１３ 熱供給事業法   

１４ 農地法   

１５ 都市計画法   

１６ 大気汚染防止法   

１７ 悪臭防止法   

１８ 水質汚濁防止法   

１９ 肥料取締法   

２０ 工事立地法   

２１ 森林法   

２２ 建設工事に関わる資材の再資源

化等に関する法律 

  

２３ ダイオキシン類対策特別措置法   

２４ 航空法   



２５ 自然公園法   

その他（景観条例・地元との協議等） 

・ 

・ 

該当なし   

※2･･･記載する内容等については追加要件を参照のこと。 

※3･･･可能ならば申請書類の受理番号や時期等について記入のこと。 

 

その他（検定済計量器の設置について） 

設置の有無 有の場合※４ 無の場合※５ 備考 

有・無 有効期限：    年    月 設置予定年月：    年    月 添付表を参照 

※4･･･設置済みの場合は、単線結線図に明示し、検定マーク（有効期限）を含んだ計量器の写真を添付すること。 

※5･･･設備認定後に検定済計量器へ変更する場合は、検定済計量器による電力量の測定を開始した時点からのグリーン電力量認証の対象とする。 

その他（補助金等の公的助成について） 

助成の有無 有の場合※６ 

 

有・無※７ 

助成機関の名称 補助金等の名称 補助率（％） 

   

   

※６･･･複数の助成を受けている場合には、それぞれに分けて記載すること。 

 



様式１－２別紙２① 

 

グリーン電力要件チェックリスト 

 

 

グリーンエネルギーCO2削減相当量認証委員会 御中 

 

（住所）    東京都千代田区麹町三丁目７番地４ 

（名称）株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ 

 （代表者役職 氏名）   代表取締役 秋田 智一 

 

 

 申請中の「グリーンエネルギーCO2削減計画認定申請書」（排出削減事業の名称：太陽光発電によるCO2排出削減）については、以下のとおりグリーンエネルギー

CO2削減相当量認証制度 

運営規則グリーンエネルギーCO2削減相当量算定方法論３．１（２）に定めるグリーン電力の要件に適合していることを証明します。 

項目 基準の概要 適合説明 関係法令表での該当番号・備考 

2-3-1 

発電方式 

以下の条件を全て満たす再生可能エネルギーによるものと

する。 

（1）化石燃料・原子力による発電でないこと 

（2）温室効果ガス、および硫黄・窒素酸化物等有害ガスの排

出がゼロまたは著しく少ないこと 

グリーン電力認証基準に該当する太陽光発電であ

り、温室効果ガスの排出はなく、左記条件のいずれ

も満たしている。また、運営規則グリーンエネルギー

CO2 削減相当量算定方法論に定める発電方式（ⅱ）

に該当する。 

附属書 20「発電設備結線図」 

2-3-2 

発電電力量 

電力量の測定が的確に行われており、かつ以下のいずれか

に該当するものとする。 

（1）電力系統に供給されている 

（2）補機類での消費を除く所内消費 

検定済電力量計が取り付けられており（又は設置予

定であり）、発電電力量を適格に測定できる。「認証

可能電力量の確認方法」による計算とし、所内消費

を対象としていることを確認し、左記(2)に該当する。

また、運営規則グリーンエネルギーCO2削減相当量

附属書 10「認証可能電力量の確認

方法」 

附属書 20「発電設備結線図」 



算定方法論に定める発電電力量認証に関する要件

（b）に該当する。 

2-3-3 

追加性要件 

グリーン電力の取引によって設置、もしくは維持されて発電し

ているもの。またはグリーン電力の取引が他設備のグリーン

電力拡大に貢献しているもの 

グリーン電力取引による設置効果のほか、投資費

用の早期回収への貢献、メンテナンス機会増による

設備稼働率向上が想定されるため、追加性要件は

満たしていると考えられる。また、運営規則グリーン

エネルギーCO2 削減相当量算定方法論に定める追

加性要件（b）に該当する。 

 

2-3-4 

環境価値の帰属 

認証されたグリーン電力の価値がグリーン電力価値の購入

者たる顧客に帰属することを示さなければならない。 

電気以外の価値がグリーン電力の購入者たる顧客

に帰属することを発電者と事業者との間で契約上担

保している。 

J クレジット等の環境価値の譲渡に係る制度との重

複がないこと、グリーン電力証書化への意思を確認

している。 

オフグリッド電力供給等契約書又は

覚書 

 

2-3-5 

環境の影響評価 

生態系、環境等への影響について適切な評価・対策を行って

いること。また以下の内容について検証機関に報告をしてい

ること。 

 （1）環境への影響評価 

 （2）個別の発電方式ごとに検証機関が定める環境モニタリン

グ 

太陽光発電は商業施設等の建物に付随して設置さ

れる場合がほとんどで、今回は既設の建築物であ

り、環境への影響は生じない。また、建築物以外に

設置される場合にあっても、大規模な土地開発等に

対しては、グリーン電力証書の発行を行っていな

い。 

 

2-3-6 

社会的合意 

立地に対する関係者との合意に達していることとし、その内

容について報告をしなければならない。 

分散化電源推進活動及び SDGs を意識した活動の

一環であるため、周辺住民は了解しており、苦情等

は特に発生していない。 

 



2-3-7 

情報の公開 

 （1）グリーンエネルギーCO2削減相当量認証委員会に提出さ

れた資料は、公表されることを了承する。※１ 

 （2）顧客に対して、グリーン電力に関する十分な情報が開示

されていることとし、その開示状況を検証機関に報告する。 

提出する資料の公表を了承する。ただし、個人情報

及び機密情報に該当し、非公開申請を行ったものを

除く。 

 

※1･･･個人情報等の理由により非公開扱いとする場合は資料にその旨を明記すること。 

 



関係法令表 

番号 関係法令等※２ 手続き状況※３ 備考 

1 電気事業法 

 

該当なし  

2 電力会社との系統連系協議及び

電力受給契約 

全量自家消費のため該当なし  

3 RPS法   

４ FIT法   

５ エネルギーの使用の合理化に関

する法律 

  

６ 国土利用計画法   

７ 騒音規制法   

８ 振動規制法   

９ 労働安全衛生法   

１０ 建築基準法   

１１ 消防法   



１２ 高圧ガス保安法   

１３ 熱供給事業法   

１４ 農地法   

１５ 都市計画法   

１６ 大気汚染防止法   

１７ 悪臭防止法   

１８ 水質汚濁防止法   

１９ 肥料取締法   

２０ 工事立地法   

２１ 森林法   

２２ 建設工事に関わる資材の再資源

化等に関する法律 

  

２３ ダイオキシン類対策特別措置法   

２４ 航空法   



２５ 自然公園法   

その他（景観条例・地元との協議等） 

・ 

・ 

該当なし   

※2･･･記載する内容等については追加要件を参照のこと。 

※3･･･可能ならば申請書類の受理番号や時期等について記入のこと。 

 

その他（検定済計量器の設置について） 

設置の有無 有の場合※４ 無の場合※５ 備考 

有・無 有効期限：    年    月 設置予定年月：    年    月 添付表を参照 

※4･･･設置済みの場合は、単線結線図に明示し、検定マーク（有効期限）を含んだ計量器の写真を添付すること。 

※5･･･設備認定後に検定済計量器へ変更する場合は、検定済計量器による電力量の測定を開始した時点からのグリーン電力量認証の対象とする。 

その他（補助金等の公的助成について） 

助成の有無 有の場合※６ 

 

有・無※７ 

助成機関の名称 補助金等の名称 補助率（％） 

   

   

※６･･･複数の助成を受けている場合には、それぞれに分けて記載すること。 

 



様式１－２別紙２① 

 

グリーン電力要件チェックリスト 

 

 

グリーンエネルギーCO2削減相当量認証委員会 御中 

 

（住所）    東京都千代田区麹町三丁目７番地４ 

（名称）株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ 

 （代表者役職 氏名）   代表取締役 秋田 智一 

 

 

 申請中の「グリーンエネルギーCO2削減計画認定申請書」（排出削減事業の名称：太陽光発電によるCO2排出削減）については、以下のとおりグリーンエネルギー

CO2削減相当量認証制度 

運営規則グリーンエネルギーCO2削減相当量算定方法論３．１（２）に定めるグリーン電力の要件に適合していることを証明します。 

項目 基準の概要 適合説明 関係法令表での該当番号・備考 

2-3-1 

発電方式 

以下の条件を全て満たす再生可能エネルギーによるものと

する。 

（1）化石燃料・原子力による発電でないこと 

（2）温室効果ガス、および硫黄・窒素酸化物等有害ガスの排

出がゼロまたは著しく少ないこと 

グリーン電力認証基準に該当する太陽光発電であ

り、温室効果ガスの排出はなく、左記条件のいずれ

も満たしている。また、運営規則グリーンエネルギー

CO2 削減相当量算定方法論に定める発電方式（ⅱ）

に該当する。 

附属書 20「発電設備結線図」 

2-3-2 

発電電力量 

電力量の測定が的確に行われており、かつ以下のいずれか

に該当するものとする。 

（1）電力系統に供給されている 

（2）補機類での消費を除く所内消費 

検定済電力量計が取り付けられており（又は設置予

定であり）、発電電力量を適格に測定できる。「認証

可能電力量の確認方法」による計算とし、所内消費

を対象としていることを確認し、左記(2)に該当する。

また、運営規則グリーンエネルギーCO2削減相当量

附属書 10「認証可能電力量の確認

方法」 

附属書 20「発電設備結線図」 



算定方法論に定める発電電力量認証に関する要件

（b）に該当する。 

2-3-3 

追加性要件 

グリーン電力の取引によって設置、もしくは維持されて発電し

ているもの。またはグリーン電力の取引が他設備のグリーン

電力拡大に貢献しているもの 

グリーン電力取引による設置効果のほか、投資費

用の早期回収への貢献、メンテナンス機会増による

設備稼働率向上が想定されるため、追加性要件は

満たしていると考えられる。また、運営規則グリーン

エネルギーCO2 削減相当量算定方法論に定める追

加性要件（b）に該当する。 

 

2-3-4 

環境価値の帰属 

認証されたグリーン電力の価値がグリーン電力価値の購入

者たる顧客に帰属することを示さなければならない。 

電気以外の価値がグリーン電力の購入者たる顧客

に帰属することを発電者と事業者との間で契約上担

保している。 

J クレジット等の環境価値の譲渡に係る制度との重

複がないこと、グリーン電力証書化への意思を確認

している。 

オフグリッド電力供給等契約書又は

覚書 

 

2-3-5 

環境の影響評価 

生態系、環境等への影響について適切な評価・対策を行って

いること。また以下の内容について検証機関に報告をしてい

ること。 

 （1）環境への影響評価 

 （2）個別の発電方式ごとに検証機関が定める環境モニタリン

グ 

太陽光発電は商業施設等の建物に付随して設置さ

れる場合がほとんどで、今回は既設の建築物であ

り、環境への影響は生じない。また、建築物以外に

設置される場合にあっても、大規模な土地開発等に

対しては、グリーン電力証書の発行を行っていな

い。 

 

2-3-6 

社会的合意 

立地に対する関係者との合意に達していることとし、その内

容について報告をしなければならない。 

分散化電源推進活動及び SDGs を意識した活動の

一環であるため、周辺住民は了解しており、苦情等

は特に発生していない。 

 



2-3-7 

情報の公開 

 （1）グリーンエネルギーCO2削減相当量認証委員会に提出さ

れた資料は、公表されることを了承する。※１ 

 （2）顧客に対して、グリーン電力に関する十分な情報が開示

されていることとし、その開示状況を検証機関に報告する。 

提出する資料の公表を了承する。ただし、個人情報

及び機密情報に該当し、非公開申請を行ったものを

除く。 

 

※1･･･個人情報等の理由により非公開扱いとする場合は資料にその旨を明記すること。 

 



関係法令表 

番号 関係法令等※２ 手続き状況※３ 備考 

1 電気事業法 

 

該当なし  

2 電力会社との系統連系協議及び

電力受給契約 

全量自家消費のため該当なし  

3 RPS法   

４ FIT法   

５ エネルギーの使用の合理化に関

する法律 

  

６ 国土利用計画法   

７ 騒音規制法   

８ 振動規制法   

９ 労働安全衛生法   

１０ 建築基準法   

１１ 消防法   



１２ 高圧ガス保安法   

１３ 熱供給事業法   

１４ 農地法   

１５ 都市計画法   

１６ 大気汚染防止法   

１７ 悪臭防止法   

１８ 水質汚濁防止法   

１９ 肥料取締法   

２０ 工事立地法   

２１ 森林法   

２２ 建設工事に関わる資材の再資源

化等に関する法律 

  

２３ ダイオキシン類対策特別措置法   

２４ 航空法   



２５ 自然公園法   

その他（景観条例・地元との協議等） 

・ 

・ 

該当なし   

※2･･･記載する内容等については追加要件を参照のこと。 

※3･･･可能ならば申請書類の受理番号や時期等について記入のこと。 

 

その他（検定済計量器の設置について） 

設置の有無 有の場合※４ 無の場合※５ 備考 

有・無 有効期限：    年    月 設置予定年月：    年    月 添付表を参照 

※4･･･設置済みの場合は、単線結線図に明示し、検定マーク（有効期限）を含んだ計量器の写真を添付すること。 

※5･･･設備認定後に検定済計量器へ変更する場合は、検定済計量器による電力量の測定を開始した時点からのグリーン電力量認証の対象とする。 

その他（補助金等の公的助成について） 

助成の有無 有の場合※６ 

 

有・無※７ 

助成機関の名称 補助金等の名称 補助率（％） 

   

   

※６･･･複数の助成を受けている場合には、それぞれに分けて記載すること。 

 



様式２－１ 

検証結果報告書 

2025年 5月 16日 

株式会社アイ・グリッド・ソリューションズ 

代表取締役 秋田 智一 殿 

東京都千代田区神田須田町１－２５ 

JR神田万世橋ビル 

一般財団法人日本品質保証機構 

理事  浅田 純男 

一般財団法人日本品質保証機構は、株式会社アイ・グリッド・ソリューションズが作成した「グリー

ンエネルギーCO2削減計画認定申請書」（排出削減事業の名称：太陽光発電による CO2 排出削減、日付

2025年 4月 30日）について、「グリーンエネルギーCO2削減相当量認証制度運営規則」（2025年 3月 7

日経済産業省・環境省）に基づいて独立の立場から検証を行った結果、別添「検証結果概要書」のとお

り、全ての点において適正であると認めます。 












